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略語は準備書面の例による。

号証 標 日 原 作成 立証趣旨

（作成者等） ． 年月日

写

乙第208号証 意見書 原 Rl. 7. 22 推本レシピを構成する計算式

（京都大学名誉教授釜江 のうち，地震モーメントを求

克宏） める際には，「入倉・ー宅式J

を用いることが合理的である

こと

乙第209号証 意見書 原 Rl. 7. 22 推本レシピを構成する計算式

（京都大学名誉教授釜江 のうち，短周期レベルを求め

克宏） る際には， f壇ほか式Jを用

いることが合理的であること

乙第210号証 原子力規制委員会設置法の 写 H25. 6 設置許可基準規郎55条及び

一部の施行に伴う関係規則 その解釈においてあらかじめ

の整備等に関する規則（案） 一般的に設置しておくことが

等に対するご意見への考え 必要な設備に，「汚染水J対

方（抜粋） 策を念頭とした設備は含まれ

（原子力規制委員会） ていないこと

乙第211号証 大飯発電所地盤（敷地の地 写 H28. 2. 12 台場浜トレンチの破砕部a,

質・地質構造）（台場浜コ b及び、cが，南方へ延長して

メント回答）（抜粋） いくことにより耐震重要施設

（関西電力） が設置されている地擦の直下

に至ることはないこと

乙第212号証 関西電力株式会社大飯発電 写 H25. 12. 27 大飯破砕帯有識者会合におい

所の敷地内破砕帯の評価に て，有識者らが台場浜トレン
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ついて（案）（抜粋） チの破砕部が南方へ延長しな

（大飯破砕帯有識者会合） いと判断していたこと

乙第213号証 原子力災害対策指針 写 H30. 10. I 原災指針の呂的，趣旨等

（原子力規制委員会）

乙第214号証 原子力災害対策特別措置法 写 H12. 8. 10 原子力災害に対する対策の強

解説（十友粋） 化を図ることを呂約とする原

（原子力防災法令研究会） 災法及び！京災指針が，災害を

未然に紡ぐために原子炉の運

転等に対する必要な規制を行

うことを目的とする原子炉等

規制法と補完し合う関係を有

していること

乙第215号証 福井県の原子力（抜粋） 写 日21.3 本件各原子炉の概要

（福井県原子力安全対策課

／財団法人福井原子力セン

ター）

乙第216号証 原子力 20 1 0 （抜粋） 写 H22. 9 放射線の種類，性質等

（経済産業省資源エネルギ

一庁編集）

乙第217号証 3. 11大震災と厚労省一 て年才;r 耳24.3. 11 放射線に関する単位

放射性物質の影響と暫定規

制（抜粋）

（大塚耕平）

乙第218号証 放射線による健康影響等 写 H3 l. 3. 31 我が国においても， ICRP 
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に関する統一的な基礎資 の勧告等を踏まえて，放射線

料上巻放射線の基礎知 防護に関する法令や指針等が

識と健康影響平成 30 定められていること等

年度版

（環境省放射線健康管理担

当参事官室／国立研究開発

法人最子科学技術研究開発

機構）

乙第219号証 国際放射線防護委員会の2写 H24. 4. 20 ICR Pの放射線防護の考え

0 0 7年勧告 OCRPpubl i 方等

cationl03) 

（翻訳発行・社団法人日本

‘ 
アイソトーフ。協会）

乙第220号証 長期放射線被ばく状況にお 写 Hl4. 3. 25 放射線防護の分野における確

ける公衆の防護 OCRPpub 定的影響及び百在家的影響の意

1 i cat i on82) （抜粋） 義等

（翻訳発行・社団法人日本

アイソトープ協会）

乙第221号証 国際放射線防護委員会の1写 H3. 11. 25 ICR Pの19 9 0年勧告が

9 9 0年勧告（］CRPpub! i 公衆の被ばくに関する実効線

calion60) （抜粋） 量限度（年間1ミリシーベル

（翻訳発行・社団法人日本 ト）を定めていること等

アイソトープ協会）

乙第222号証 低線量被ばくのリスク管理 写 H23. 12. 22 LN Tモデルの仮説は，科学

に関するワーキンググルー 的に証明された真実として受
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プ報告書 け入れられているのではな

（低線量被ばくのリスク管 く，科学的な不確かさを補う

理に関するワーキンググル 観点から，公衆衛生上の安全

ープ〔内閣府〕） サイドに立った判断として採

用されていること等

乙第223号証 原子力安全基盤科学3放 写 H29. 9. 8 LNT仮説は，どの程度の被

射線防護と環境放射線管理 ばくに対してどういった防護

（抜粋） 措置を採るのが合理的かとい

（高橋千太郎） った放射線管理のために用い

られるべきであること等

乙第224号証 福島原子力発電所事故（ I ’てEフr H23. 3. 21 ICR Pがこれまで勧告して

CR P声明） きた参考レベルは，福島第一

（翻訳発行・社団法人日本 原発事故における緊急時被ば

アイソトーフ。協会） く状況や現存被ばく状況下の

放射線からの被ばくを防護す

るために用いることができる

こと

乙第225号証 低線量放射線の人体影響を 写 H23. 9. 30 長期被ばくにより積算線量で

考察する（雑誌「放射線化 1 0 0ミリシーベルトを上回

学J第92号抜粋） った場合であっても，直ちに

（放射線医学総合研究所 がん発症のリスクが高まると

島田義也ほか） もいえないこと等


